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口項より逹合出梨の諸活動に対しご理解とご尽力を賜り深く慇謝申し上げます。

こ合出梨は「賃上げ」「働きガの次善」「政策・制度のネリ組み」を3木柱として

『 くらしをまもり、未水をつくる。』をスローガンに掲げ、現在『 2023春季生活
闘争』と『 2023政策・制度実現』を運動の両輪として取り組みを進めております。

世界経済はフロナ禍のマイナス成長から口復を続けてきたが、ロシアのウクライナ

侵攻や米ヤ関係の変化など不安定な国際情勢のもとで、欧米主要国ではインフレが4
行しており景気後退に入る可能性もある。

わが国においても働 く人の暮らしは厳しさを増しているが、欧米主要国とレヒベ、個

人消費が仏辻しコロナ禍からの口復スピードが遅い、また、た性インフレと慣性デフ

レが立なっているなど、状況に逹いがある。企業 。家針のデフレマインド (長きにわ

たるデフレの各験によって定着した、物価や賃金が上がりにくいことを前提とした考

えガや`1貫行)が根強く残っているヤでの輸入物価の上昇は、家計においては賃金が物

価上昇に追いつかないなど、企業部門においては迪物な価格転嫁が進まないなどの間

題を

`|き

たこしています。

県内経済においては、日本銀行 2023年 1月 発表の出梨県金融経済概祝では、感
染症抑制と経済活動の両立が4む もとで、資源高の影響などをえけつつも、基調とし

ては持ち直しているとしています。マ府財務事務所が 1月 発表の経済情勢報告に持ち

直しているとなっており、その内容は、ウィズコロナの下で、各種政策の効果もあっ

て、景気が持ち直していくことが期待される。ただし、世界的な金融71締め等が続く

ヤ、海外景気の下派れが景気を下押しするリスクとなっている。また、物価上昇、供

給面でのキ1約、金融資本市場の変動等の影響やヤ国における感染拡大の影響に十分注

意する必要があるとなっています。

私たち逍合占梨は、「賃上げ」の流れの継涜と「働きの価値に几合った水準」を逍

ネし、すべての労働者のJ〕1場にたった働きガの実現を目指すとともに、持洗可能で多

様性と色摂的な社会の実現を目指して取り組みを進めて参ります。

逹合出梨の取り組みに対し、ぜひご理解をいただき、以下の諸課題の実現に向けて

ご尽力いただきますょうご要請申し上げます。

1.すべての労働者の立場にたった働きガ
(1)長時間労働のえ工に対する取り組み
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①すべての働 くオが「生きがい」「働きがい」を通じて豊かに働 くことのできる社

会をめざし、「年間鯰実労働時間 1800時間」の実現に向けた労働時間短縮の取 り
組み、安全で健康に働くことができる職場の中で持てる能力を晨大限に発拝できる

よう配慮していくこと。

②時間外労働の上「民規牛1の適用が、2024年 まで適用猶予または除外となる事業
や業務 (自 動ネ運転・定設・医師等)に対して業界団体を通じて周妊を沐めていく
こと。また、労働協的による子期導入などについても労使の検討を作迄していくこ

と。

③日本記念日協会において3月 6日 が「サプロクの日」として設定されたこととあ

わせ、確実で迪工な36協えを締結するなど、集目的;え″使関係の構築に向けた;キタ使
協議を推4し ていくこと。

④すべての労働者を対象とした労働時間の客祝的なれ握とこ工な管理の徹底を作4
していくこと。

⑤年次布絡休暇の 100%取得に向けた針画的付与の導入等の労使協議の実施および
事業場外みなしや裁量労働制の迪工な運用に向けた取り組み(労使協た・;え″使委員会、

健康・福利メ陶際措置の実施状況、労働時間の状況の点検)を徹底するよう周失婢掲氏を

図ること。

(2)労働者の雇用姜えに向けて
①え用の原貝1は 「期間のためのない直接雇用」であることを踏まえ、すべての労働

者のえ用の安定に向けてネ.り 組むこと。また、新型コロナウイルス感染症の拡大防

止対策等により影響が依然として継続している産業・企業については、政府・地方

向治体等の功戌金・補助金などの活用・雇用の維持 。確保に向け労使で協議を行な

ど、た用の維持・確保を優先して行うようこと。

②有期雇用労働者のえ用の安定に向け、労働契約法 18条の無期転換ルールの周妊徹
底や、黒期転換口4目 的や、新型コロナウイルス感染症の拡大を理由とした安易な

え止めなどが生じていないかを孝認 し、事家が発生する場合には指導・徹底を行 う

こと。

③派逍労働者について、職場へのえ入れに関するルール (手続き、え入れ人数、受

入れ期間の対応など)の協約化・ルール化をはかるとともに、直接雇用を積極的に
え入れるよう事業主に働きかけを行うこと。

(3)職場における均等待ミ実現に向けた取約組み
①同一労働同一賃金の法規定職場への周妊徹底をはかるとともに、工規雇用労働者

と有期・短時間・派遣;:力働者で働 く者の労働条件・待ユI亀差の確熱を行い、均等・均

衡待通実現に向け取 り組むこと。
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②均衡待竜、均等待通などについて不合理または差別的と思われる取扱いがある場

合は逹やかに次喜するなどの対応を図ること。

2.ジ ェンダー千等・多様性への取り組み

①多様性が尊重される社会の実現に向けて、性別をはじめ年蛉、国籍、‐障がいの有

無、就労形態など、様々な逹いを持った人々がお互いを認め合い、やりがいをもっ

て、ともに働き続けられる職場・を実現するため、格差を走工するとともに、あらゆ

るハラスメント対策や差別禁上に取り組みジェンダーバイアス (無意識を合む性差

別的な偏几)や 固定的性別役割分担意裁の払ムを徹底すること。

②次工女性活理推4法および男女雇用機会均等法について、女性の昇進・昇格の遅
れ、仕事の配五や配分が男女で異なることなど、男女間格差の実態について点検を

行い、積極的な差別足工措置 (ポ ジティブ・アクション)に より夜事を図ること。

③友工女性活理推4法にもとづく指針には「男女の賃金の差異」のれ握の童妥性が
明記され、これに加え、女性活理推4法の右今が次工され、301人以上の企業に対
して「男女の賃金の差異」のれ握と伏友が義務づけられた。これらを踏まえ、企業

規模にかかわらず男女別の賃金実態のれ握と分析を行うとともに、閂題点の友喜と

格差走工に取り組む様に、進めること。

3.逍工な水準への晨仏賃金の子期引き上げ
①ιL梨県の地域別晨仏賃金は現在898円 となっているが、「景気状況に配慮しつ
つできる「民り子期に、全国平均 1, 000円 を目指す」との政労使による雇用戦略
対話合意を重くえけ止め、引き続き対応を図ること。

②晨仏賃金以下で労働させる事のないように指導 0周分を徹底すること。晨仏賃金

近傍で働 く労働者に対しても、安ヽして生活できる水準となるよう働きかけを強化

すること。

4.あ らゆるハラスメント対象と差別禁上のスリ組み
①職場のハラスメントの現状をれ握するとともに、カスタマー・ハラスメントや就

活生などに対するハラスメントを合むあらゆるハラスメント対策や差別禁上のネ.り

組みを4め る。その上で、労働協約や就業規川がためるハラスメントや差別に関す
る規定やガイドラインを孝認 し、その内容が法を上口る禁上規定とすること。

②ハラスメント対策関逹法 (次ェ労働施策総合推進法等)でためるパワー・ハラス

メントの措置義務が 2022年 4月 1日 よりすべての企業に課されたことから、チェ

ック機能を強化するとともに、職場実態を担握した上で、事業主が雇用管理上議ず

べき措五 (防止措置)や配慮 (望 ましい取り組み)について対應を図ること。
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